
平成　 年　 月　 日作成

０ ８

単年度のみ

３ ５

単年度繰返

０ 1

期間限定複数年度

【計画期間】

１　現状把握の部（DO）

(1) 事務事業の目的と指標

① 手段（主な活動）

ス

⑤活動指標

⑥対象指標

⑦成果指標

カ

キ

ク

サ

ア

イ

シ

28年度 (目標)

投

入

量

事

業

費

財

源

内

訳

地方債

その他

一般財源

事業費計  （A）

人

ウ

千　円

千　円

人

トータルコスト(A)＋(B) 千　円

 

延べ業務時間

人

件

費 人件費計  (B)

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

計画的に質の高い行政運営がなされている。

④ 結果（基本事業の意図：上位の基本事業にどのように貢献するのか）

千　円

回

国庫支出金

都道府県支出金

(2) 総事業費・指標等の推移

　　　　　　　年度

　単位

千　円

6

　

3,671

36

3,671

 

4,467

3,452

　　　　

2,951

件

 

サ データベースシステム不具合件数

 

前年度実績（前年度に行った主な活動）

ウ

例規の制定改廃に伴うデータ更新

年間データ更新回数ア

今年度計画（今年度に計画している主な活動）

イ  

・議員、職員、派遣職員等

⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

単位

カ 庁内端末利用可能人数 人

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 名称

前年度事業内容と同じ

正規職員従事人数

6 6

144

1

36

　

4,323

⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

 

144

27年度 (実績)

単位

 

名称

25年度 (実績)

ク

キ

36

回

単位

3,500

3,500

0

144

1

450

3,644

6

 

3,815

6

 

0件

450 450

2,951

3,596

4,323

36

1

144

36

6

3,896

 

　 　　

450

　

　

3,095 4,040

1

・例規及び例規が引用する法令等の検索・閲覧を容易にする。

・例規の最新内容を迅速に提供する。

・例規の制定・改廃が迅速かつ的確に行える。

　

23年度 (実績)

　

シ

ス

千　円

千　円

時　間

正規職員従事人数 1

　　

24年度 (実績)

　

3,452

千　円

　　

3,896

1

36

144

450

144

000

一般財源

450

事業費計  （A） 0

人件費計  (B)

26年度 (実績)

０１ ０１

年度～）

年度

※全体計画欄の総投入量を記入

年度 ～

０５

予算科目

会計 款 項 目 事業

０１ ０２

事務事業ID

事務事業マネジメントシート 平成 28 年度

0003 28 5 9

事務事業名 法規事務 実施計画登載事業 合併建設計画登載事業

政

策

体

系

政策名 自立した行政経営の確立 事業期間

施策名 効率的で質の高い行政運営の推進

基本事業名 成果重視の行政運営の推進

（開始 平成17

根拠法令

所

属 行政文書係 電話 0192‐27‐3111

部課名 総務部総務課

課長名 鈴木昭浩

係　名

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

総

投

入

量

　

（

千

円

）

事

業

費

担当者 田村勇貴 内線 235

全体計画（※期間限定複数年度のみ）

その他

人

件

費

延べ業務時間

都道府県支出金

 

財

源

内

訳

地方債

　大船渡市例規集データベースシステムを導入し、議員、職員等は庁内端末から、その他個人、団体は大船渡市

のホームページから、例規集の検索、閲覧を可能にする。また、例規集が引用する法令等の検索、閲覧により、法

規事務の効率化を推進する。加えて、従来の紙ベース例規集を廃止し、データ更新に係る費用の削減を図る。さら

に、法令の制定、改廃状況とその内容、及びこれに伴う例規の整備に関する情報提供システム（法令フォーカス・自

治体法務ナビ）を導入し、職員の法務能力の向上を図るとももに、制定例規の内容審査と改正文の作成を補助する

立案審査システムを導入し、正確性の確保と審査時間の短縮を図る。

  主な業務は、①各課からの例規制定改廃に関する相談受け、②文案の作成・審査、③各課での起案・決定、④

公布、⑤データベースの更新（委託）、⑥法令情報の提供

　事業費は、データベースの更新費、システム使用料として支出される。

⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称

国庫支出金

0

トータルコスト(A)＋(B) 0

0

－　1/3　－ （大船渡市）


